様式第１号（第２条第１項関係）
　　年　　月　　日　
富山県知事　様

主たる事務所の所在地　　　　　　　　　　

法人の名称　　　　　　　　　　　　　　　

　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　
住宅確保要配慮者居住支援法人指定申請書

　住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成19年法律第112号）第59条の規定に基づく住宅確保要配慮者居住支援法人として指定を受けたいので、別添のとおり関係書類を添えて、申請します。
	申請者の
商号又は名称
	

	支援業務を行う
事務所の所在地
	

	支援業務を行う事務所の電話番号
	

	メールアドレス
	


　支援業務の概要に関する事項
（１）家賃債務の保証（法第62条第１号関係）
	業務の実施
	□実施する　□実施しない（必要に応じ各業務を行う備えあり）


（２）円滑な入居の促進に関する援助（法第62条第２号関係）
	業務の実施
	□実施する　□実施しない（必要に応じ各業務を行う備えあり）


（３）生活の安定及び向上に関する援助（法第62条第３号関係）
	業務の実施
	□実施する　□実施しない（必要に応じ各業務を行う備えあり）


（４）賃貸住宅の賃貸人への情報提供に関する業務（法第62条第４号関係）
	業務の実施
	□実施する　□実施しない（必要に応じ各業務を行う備えあり）


（５）残置物処理等に関する業務（法第62条第５号関係）
	業務の実施
	□実施する　□実施しない（必要に応じ各業務を行う備えあり）


（６）その他の（１）（２）（３）（４）（５）に附帯する業務（法第62条第６号関係）
	業務の実施
	□実施する　□実施しない（必要に応じ各業務を行う備えあり）


※該当する□にチェック☑を入れて下さい
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